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南海･東南海地震にそなえて、 
構造設計者はいかに対応するか 

― 2011.3.11東日本大震災の教訓を生かして― 
 
 

(4)液状化 
 
 

地盤系分科会 
佐分利和宏 

 
2012年5月30日(水) 15:00~ 



1 1 液状化とは？ 

緩い砂地盤が地震によって水のように軟
化する現象。地表に砂と水が噴き出すこと
があります。 

液状化発生前 

液状化による噴砂現象(2004年新潟中越地震) 

液状化発生 

（埼玉大学建設工学科HPより) 

液状化のメカニズム 

発生しやすい地盤 
・地盤：砂地盤（埋立、沖積）、シルト（埋立） 
・N値：15程度以下 
・地下水位：3mより浅い 
・深さ：20mより浅い 
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1964 新潟地震 
1994 北海道南西沖地震 

1993 釧路沖地震 1995 阪神淡路地震 

・地盤の支持能力の喪失.  
・建物の浮き上がり. 

地盤の液状化による被害例 



3 3 
立地 ＜護岸近傍＞ ＜水平地盤＞ 

地盤 側方流動 液状化 

直 
接 
基 
礎 

杭 
基 
礎 

液状化・側方流動による被害のモード 

杭頭付近、杭体中間
部の破損 

護岸の移動による 
建物の傾斜・沈下 

液状化に伴う支持 
力不足による不同沈下 

水平力・転倒ﾓｰﾒﾝﾄ
による杭頭付近・杭
中間部の破損 

液状化に伴う周辺地
盤・建物一体の沈下 

液状化に伴う周辺地盤 
の沈下。杭頭の突出・破
損。 



4 4 
立地 ＜護岸近傍＞ ＜水平地盤＞ 

地盤 側方流動 液状化 

直 
接 
基 
礎 

杭 
基 
礎 

基礎の被害実例 

液状化に伴う周辺地盤の沈
下。建物の抜上がり。 

建物の傾斜・沈下 
液状化に伴う支持力不足によ
る建物の傾斜・転倒 

流動による地盤の流れ出し 
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液状化による電柱の傾斜。道路の起伏発生（浦安市） 
「覆る建築の常識」 (日経アーキテクチュア編)より 

地盤の液状化による被害例(3.11東北地方太平洋沖地震) 

液状化による不同沈下（新浦安駅） 
「覆る建築の常識」 (日経アーキテクチュア編)より 

液状化による沈下した公園のあずまや 
「覆る建築の常識」 (日経アーキテクチュア編)より 

マンホールの浮上り 
「2011年東北地方太平洋沖地震災害調査速報」 

 (日本建築学会)より 
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液状化による住宅の沈下（千葉県） 
「2011年東北地方太平洋沖地震災害調査速報」(日本建築学会)より 

地盤の液状化による被害例(3.11東北地方太平洋沖地震) 

住宅街のおける大量の噴砂（千葉県） 
「2011年東北地方太平洋沖地震災害調査速報」(日本建築学会)より 

液状化による建物の傾斜（千葉県） 
「2011年東北地方太平洋沖地震災害調査速報」(日本建築学会)より 

杭基礎周辺の地盤沈下（千葉県） 
「2011年東北地方太平洋沖地震災害調査速報」(日本建築学会)より 



7 3.11を受けた今後の動き 

地盤工学会からの提言 

 ①自治体が作る液状化予測地図の 
    精度向上 
   大阪市の液状化予測地図 
 
 ②低価格の液状化対策の開発 
   既存建物への適用工法 
 
 ③液状化に対する判定法の普及 
   FL値の妥当性 
   継続時間と液状化 
   繰返回数とマグニチュード 
 



8 大阪の液状化マップ 

大阪市の 
    液状化予測地図 
 
・きわめて抽象的な表現 
・判断基準についても明示さ

れていない。 
・対象としている地震レベル

も不明 



9 9 液状化対策技術  

構造的対策の具体的方法/工法 液状化防止対策の具体的工法 

■構造物に応じた現状（無対策）で生じる被害の想定と被害度の判定 
■以下を考慮した総合的な評価 
   経済性  コスト縮減 
  信頼性  品質，対策効果 
  環境対応性 周辺環境対応（振動，騒音，変位など） 

   

サンドコンパクションパイル工法
振動棒工法
バイブロブローテーション工法

　締固め工法 重錘落下締固め工法
バイブロタンパー工法
転圧工法
発破工法
グラウト圧入工法

　置換工法 置換工法

深層混合処理工法
　固化工法 注入固化工法

生石灰パイル工法
事前混合処理工法

　地下水位低下工法 ディープウェル工法
排水溝工法

柱状ドレーン工法（グラベルドレーン工法など）
　排水工法 周辺巻き立てドレーン工法

締固め工・矢板工などとの併用工法
排水機能付鋼材工法

　せん断変形抑制工法 連続地中壁による工法

　
堅固な地盤による支持 杭基礎など

　
杭基礎の強化

基礎の強化 布基礎の強化
護岸の強化

浮き上り量低減 地中構造物の浮き上り防止用杭または矢板
地中構造物の重量増大

地盤変位への追従 可撓継手による地盤変位吸収
　
直接基礎におけるこま型基礎の設置

液状化後の変位の抑制 直接基礎のジオグリッドによる補強
盛土に対するシートパイル締切り工法



10 10 サンドコンパクションパイル工法（ＳＣＰ工法） 

施工手順 

工法概要： 

 地盤に砂杭を一定間隔で打設し、
周辺地盤を締め固める。 

適用範囲： 

 N値20程度まで。細粒分Fc<30%。
深さ20m以内 

メリット： 

 コスト安価（一般的には） 

デメリット： 

 細粒土ではN値が上昇しにくい 

 周辺地盤を押す 

 騒音振動がある(市街地では困難） 

施工機械 



11 11 格子状地盤改良（TOFT工法） 



12 既存建物基礎の液状化対策技術(1) 



13 既存建物基礎の液状化対策技術(2) 



14 既存建物基礎の液状化対策技術(3) 



15 既存建物基礎の液状化対策技術(4) 

浦安市液状化対策技術検討調査委員会 

地盤工学会 土木学会 日本建築学会 

・液状化層下端まで改良しなければ、再液状
化と再沈下の可能性がある。 
・根本的な解決は、難しい。 



16 既存建物基礎の液状化対策技術(国の取り組み) 
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・液状化が引き起こす問題：支持力の喪失、沈下、杭の変形増大 
・検討に必要な定数：N値、粒度、地下水位、地震外力 

■ 検討方法 

地震のﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 
地表面加速度 

外力 

地震外力Rの設定 

N値 
細粒分含有率 

抵抗 

液状化抵抗Lの推定 

液状化可能性あり 液状化可能性なし 

FL<1 FL>1 
R
LFL =

地盤の液状化判定方法 



18 18 液状化判定結果例 
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液状化検討

対象外層は

FL=2として

表示

極稀地震
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稀地震（50年期待値）－液状化しない 

極稀地震（500年期待値）－一部液状化の可能性あり 



19 東北地方太平洋沖地震の特徴(1) 

その1 
・浦安市では最大加速度150 
 ～200cm/s2、最大速度 
 30sm/s程度の地震動でも 
 長い継続時間によって 
 液状化発生した。 
 
・130秒後液状化現象が発生 
 
・発生に至るまでのに要した 
 時間が他に比べ格段に長い。 



20 東北地方太平洋沖地震の特徴(2) 

その2(防犯カメラの記録から) 
・本震時 10数分間にわたって液状化が発生。本震後29分後の余震時にも
液状化が発生。本震時に比べ程度や範囲が拡大している。 



21 東北地方太平洋沖地震の特徴(3) 

課題 
 
余震をも含めた継続時間や繰り返し回数を、液状化判定にどのように反映
するか 

浦安市 

125Gal 

157Gal 

73Gal 

74Gal 



液状化 まとめ 

液状化のメカニズム、被害事例の紹介 

過去の地震被害と東北地方太平洋沖地震の被害 

3.11東北地方太平洋沖地震を受けた問題点 

液状化予測地図の精度向上 

既存建物に対する液状化対策工法の紹介 

東北地方太平洋沖地震の液状化現象の特徴    

  KeyWord 『継続時間』 『繰り返し回数』 

浦安市の取り組み 

22 
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